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巻頭言

　横浜市消防局長の平中です。

　この４月から消防局長の重責を仰せつかりました。皆様方と協力し、また支えて頂きながら、消防局長

の責務を果たすため、誠心誠意、最善を尽くす所存です。どうぞよろしくお願いいたします。

　さて、本市を取り巻く状況から申し上げますと、人口減少や高齢化の進展などにより、市税収入の減少

や社会保障費の増加が見込まれ、市民サービスを提供する根本となる財政は、その持続性が危ぶまれてい

ます。こうした現状を踏まえて、現在、今後の持続的な発展に向けた中長期の財政方針である「財政ビジョ

ン」の策定が進められています。また、この財政ビジョンと連携した、次の４か年の指針となる「次期中

期計画」、そして「行政運営の基本方針」の制定が予定されており、これらの計画や方針に沿って、今後

消防局を含め、本市全体で事業の見直しや予算の適正化などが求められることとなります。

　一方で、大規模・激甚化する台風や局地的豪雨による風水害、発生が危惧されている首都直下地震や南

海トラフ地震などの自然災害に加え、新型コロナウイルス感染症のようなこれまで想定もされていなかっ

たような新たな脅威も発生しています。

　こうした課題認識のもと、当局は「市民の安全・安心を守る」という不変で何より重要な役割を担う組

織として、厳しい状況の中であっても市民サービスの低下を招くことなく、使命を果たし、必要な施策を

進めていかなければなりません。

　このため、当局の基本目標である「安全・安心を実感できる都市ヨコハマの実現」に向けて、全職員一

丸となって各種の取組を進めています。

　具体的には、現在建設中の新消防本部庁舎完成に向けた着実な対応、消防訓練センターを含めた訓練施

設の整備推進や大規模災害時の受援体制のあり方の検討、そして増加が著しい救急需要への対応などを進

めていく必要があります。また、社会的要請ともいえるデジタル化については、消防団事務や各種届出な

ど、できることから速やかに進めていきます。そのほか、市民防災センターでは新たに水災害体験装置等

を活用した風水害プログラムを開始するなど、自助共助、風水害の啓発の一層の推進、災害対応において

は現場と司令センターを映像で結ぶLIVE映像通信システムの導入などに取り組みます。

　今月６日には、アジア・オセアニアの19の国と３の地域、そして国内の消防関係者をお招きして、第

32回アジア消防長協会総会、第74回全国消防長会総会、国際消防救助隊合同訓練などの「IFCAA 2022 

YOKOHAMA」を横浜で開催します。

　開催テーマは、「次世代へ～アフターコロナの消防・防災」としており、数年ぶりの対面での開催に

向けた準備を進めています。この歴史的なイベントを成功に導くため、ラグビーワールドカップや東京

2020オリンピック・パラリンピックにおけるレガシーを活かしながら、所属や組織の垣根を越え、オー

ル横浜消防でOne Teamとなって取り組みます。　　

　結びに、全国の消防関係者の皆様方のご健勝とご活躍を心からご祈念申し上げ、巻頭のことばとさせて

いただきます。

「安全・安心を実感できる
都市ヨコハマの実現」に
向けて

平 中　 隆横浜市消防局長
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　令和３年中の救急自動車による救急出動件数は、619
万3,663件（対前年比26万386件増、4.4%増）、搬送人
員は549万1,469人（対前年比19万7,639人増、3.7%増）
で救急出動件数、搬送人員ともに対前年比で増加した（図
１、表２参照）。

　令和３年中の救急自動車による搬送人員の内訳を搬送
の原因となった事故種別ごとにみると、急病が360万
7,099人（65.7%）、一般負傷が87万7,519人（16.0%）、
交通事故が34万534人（6.2%）などとなっている（表
３参照）。
　事故種別ごとの搬送人員について、５年ごとの推移を
みると、急病の割合は増加している一方で、交通事故の
割合は減少している（図４参照）。

令和３年中の救急出動
件数等（速報値）

救急企画室

救急出場件数と搬送人員の推移1

事故種別の搬送人員2

図１　救急自動車による救急出動件数及び搬送人員の推移

※�速報値としての公表であり、精査の結果、数値を修正
する可能性があります。

※�本資料のうち、令和２年以前の数値は確定値となります。
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救急出動件数･･･619万3,663件

搬送人員 ･･･549万1,469人

表2　救急自動車による救急出動件数及び搬送人員の５年ごとの推移
救急出動件数　（件）増減率（%） 搬送人員　（人） 増減率（%）

平成13年 4,397,527 ― 4,190,897 ―
平成18年 5,237,716 19.1 4,892,593 16.7
平成23年 5,707,655 9.0 5,182,729 5.9
平成28年 6,209,964 8.8 5,621,218 8.5
令和３年 6,193,663 ▲0.3 5,491,469 ▲2.3

図４　事故種別の搬送人員と構成比の５年ごとの推移
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※　割合の算出に当たっては、端数処理（四捨五入）のため、割合の合計は100％にならない場合がある。

表3　事故種別の救急搬送人員対前年比
事故種別 令和３年中 令和２年中 対前年比

搬送人員 構成比（%） 搬送人員 構成比（%） 増減数 増減率（%）
急病 3,607,099 65.7 3,451,872 65.2 155,227 4.5
交通事故 340,534 6.2 342,250 6.5 ▲1,716 ▲0.5
一般負傷 877,519 16.0 866,529 16.4 10,990 1.3
加害 17,927 0.3 20,100 0.4 ▲2,173 ▲10.8

自損行為 37,499 0.7 37,256 0.7 243 0.7
労働災害 52,146 0.9 50,948 1.0 1,198 2.4
運動競技 28,500 0.5 23,593 0.4 4,907 20.8
火災 4,753 0.1 4,922 0.1 ▲169 ▲3.4
水難 1,833 0.0 1,985 0.0 ▲152 ▲7.7

自然災害 537 0.0 413 0.0 124 30.0
その他 523,122 9.5 493,962 9.3 29,160 5.9
合計 5,491,469 100 5,293,830 100 197,639 3.7

※ 割合の算出に当たっては、端数処理（四捨五入）のため、割合の合計は100％にならない場合がある。

　令和３年中の救急自動車による搬送人員の内訳を年齢
区分別にみると、高齢者が339万9,800人（61.9%）、成
人 が170万7,323人（31.1%）、 乳 幼 児 が21万960人
（3.8%）などとなっている（表５参照）。
　年齢区分別の搬送人員について、５年ごとの推移をみ
ると、高齢者の割合は増加しているが、前年との比較で
は減少している（表5、図６参照）。

年齢区分別の搬送人員3
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図６　年齢区分別の搬送人員と構成比の５年ごとの推移

0.2%

0.2%

0.3%

0.3%

0.3%

3.8%

4.8%

4.8%

5.5%

6.1%

2.9%

3.6%

3.9%

4.3%

4.9%

31.1%

34.1%

39.0%

44.8%

50.2%

61.9%

57.2%

52.0%

45.1%

38.5%

5,491,469人

5,621,218人

5,178,862人

4,892,593人

4,190,897人

0 100 200 300 400 500 600

令和

３年

28

23

18

平成

13年

新生児 乳幼児 少年 成人 高齢者

（単位：万人）

１　割合の算出に当たっては、端数処理（四捨五入）のため、割合の合計は100％にならない場合がある。
２　年齢区分の定義
　　新生児：生後28日未満の者　
　　乳幼児：生後28日以上満７歳未満の者
　　少　年：満７歳以上満18歳未満の者
　　成　人：満18歳以上満65歳未満の者
　　高齢者：満65歳以上の者
３　�東日本大震災の影響により、平成23年は釜石大槌地区行政事務組合消防本部及び陸前高田市消防本部の

データを除いた数値で集計している。 

図８　傷病程度別の搬送人員と構成比の５年ごとの推移
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１　割合の算出に当たっては、端数処理（四捨五入）のため、割合の合計は100％にならない場合がある。
２　傷病程度の定義
　　　死　亡	 ：初診時において死亡が確認されたもの
　　　重　症（長期入院）	：傷病程度が３週間以上の入院加療を必要とするもの
　　　中等症（入院診療）	：傷病程度が重症または軽症以外のもの
　　　軽　症（外来診療）	：傷病程度が入院加療を必要としないもの
　　　その他	 ：�医師の診断がないもの及び傷病程度が判明しないもの、もしくはその他の場所に搬送

したもの
　　�※　傷病程度は入院加療の必要程度を基準に区分しているため、軽症の中には早期に病院での治療が必要

だった者や通院による治療が必要だった者も含まれている。
３　�東日本大震災の影響により、平成23年は釜石大槌地区行政事務組合消防本部及び陸前高田市消防本部の

データを除いた数値で集計している。

　令和３年中の救急自動車による搬送人員の内訳を傷病
程度別にみると、軽症（外来診療）が245万7,607人
（44.8%）、中等症（入院診療）が248万2,813人（45.2%）、
重症（長期入院）が46万4,509人（8.5%）などとなっ
ている（表７参照）。
　傷病程度別の搬送人員について、５年ごとの推移をみ
ると、中等症（入院診療）の割合は増加し、軽症（外来
診療）の割合は減少している（図８参照）。

傷病程度別の搬送人員4

表5　年齢区分別の搬送人員対前年比
年齢区分 令和３年中 令和２年中 対前年比

搬送人員 構成比（%） 搬送人員 構成比（%） 増減数 増減率（%）
新生児 12,314 0.2 12,180 0.2 134 1.1
乳幼児 210,960 3.8 177,317 3.3 33,643 19.0
少　年 161,072 2.9 150,469 2.8 10,603 7.0
成　人 1,707,323 31.1 1,655,061 31.3 52,262 3.2
高齢者 3,399,800 61.9 3,298,803 62.3 100,997 3.1
合計 5,491,469 100 5,293,830 100 197,639 3.7

※ 割合の算出に当たっては、端数処理（四捨五入）のため、割合の合計は100％にならない場合がある。

表7　傷病程度別の搬送人員対前年比
傷病程度 令和３年中 令和２年中 対前年比

搬送人員 構成比（%） 搬送人員 構成比（%） 増減数 増減率（%）
死亡 81,165 1.5 77,674 1.5 3,491 4.5

重症（長期入院） 464,509 8.5 458,063 8.7 6,446 1.4
中等症（入院診療） 2,482,813 45.2 2,343,933 44.3 138,880 5.9
軽傷（外来診療） 2,457,607 44.8 2,412,001 45.6 45,606 1.9

その他 5,375 0.1 2,159 0.0 3,216 149.0
合計 5,491,469 100 5,293,830 100 197,639 3.7

※ 割合の算出に当たっては、端数処理（四捨五入）のため、割合の合計は100％にならない場合がある。

　令和３年中の救急出動件数、搬送人員ともに前年と比
較して増加した。
　消防庁としては、このような救急需要の増加の中でも、
適切に救急搬送に対応できるよう、①住民が急な病気等
の際に、救急車を呼ぶべきか相談できる救急安心センター
事業「♯7119」の普及や、②全国版救急受診アプリ「Ｑ助」
の活用などの取組を推進してまいりたい。

※過去の救急出動件数等に関するデータは、下記に掲載
していますので、御活用ください。
・救急・救助の現況
https://www.fdma.go.jp/publication/#rescue

まとめ5

問合わせ先
　消防庁救急企画室　TEL: 03-5253-7529

https://www.fdma.go.jp/publication/#rescue
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　消防庁では、家庭や職場・地域における防火意識の高
揚を図ることを目的として、一般社団法人日本損害保険
協会との共催で、2022年度全国統一防火標語の募集を
行いました。
　全国から14,693点の作品が寄せられ、作家の池

い け い ど

井戸
潤
じゅん

さんなどの選考委員による厳正な審査の結果、

「お出かけは　マスク戸締り　火の用心」

が入選作品として選ばれました。
　この標語は、住宅防火対策等を推進する令和４年度の春・
秋の全国火災予防運動等で防火標語として活用されます。
　また、女優の天

てんしょう

翔　愛
あい

さんがモデルとなる2022年度全
国統一防火ポスターにも掲載されます。

【2022年度全国統一防火ポスター】

■入選作品　（１点）
お出かけは　マスク戸締り　火の用心

長崎県　江口　雅子　さん

■佳作作品　（４点）

消したかな　今すぐ消そう　その不安
青森県　鹿糠　駿平　さん

たいせつな　人を想って　火の用心
大阪府　山野　大輔　さん

スマホより　気にしてほしい　火の始末
岡山県　赤田　憲侍　さん

使うのも　消すのもあなた　二刀流
福岡県　冨重　禎徳　さん

【過去の標語】
2021年度　おうち時間　家族で点検　火の始末
2020年度　その火事を　防ぐあなたに　金メダル
2019年度　ひとつずつ　いいね！で確認　火の用心
2018年度　忘れてない？　サイフにスマホに　火の確認
2017年度　火の用心　ことばを形に　習慣に

予防課

2022年度全国統一防火標語・防火ポスターの発表

問合わせ先
　消防庁予防課予防係　佐藤・菅野
　TEL: 03-5253-7523

　このポスターは約20万枚制作され、全国の火災予防
の広報に活用されます。
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「国際消防防災フォーラム」の開催

参事官

　経済発展や都市化が進展しているアジア諸国では、こ
れまで以上に高度な消防防災体制を構築する必要性が高
まっており、これらの国から我が国に対し、人命救助や
消火技術、火災予防制度等に関する知見の共有や技術の
移転を求める声が届いています。
　このことを踏まえ、消防庁では我が国の消防防災技術・
制度等を、アジア諸国を中心に広く紹介する国際消防防
災フォーラム（以下「フォーラム」）を平成19年度から
開催しており、これまでベトナム、トルコ、タイ、イン
ドネシア、モンゴル、ミャンマー、カンボジア、マレー
シア、フィリピンの９カ国で実施してきました。
　また、フォーラムには開催地の消防防災関係者が多数
集うことから、我が国の消防防災インフラシステムの海
外展開を推進する場としても活用すべく、平成25年度
からは日本企業による消防防災関連製品の紹介・展示も
フォーラムでは実施しています。
　近年の開催状況としては、平成29年度はマレーシア、
平成30年度はフィリピン、令和元年度はタイにおいて、
開催地の消防防災機関の要望等に応じて設定されたテー
マに関するプレゼンテーションが実施されるとともに、
製品の紹介・展示が行われました。

１　国際消防防災フォーラム

２　今次フォーラムの概要

日本企業が自社製品を紹介（マレーシア）

消防庁職員による消防戦術に関するプレゼンテーション（タイ）

○日程　令和４年２月25日（金）、３月３日（木）
○プレゼンター
　消防庁、国連防災機関（UNDRR）駐日事務所、
　独立行政法人国際協力機構（JICA）、横浜市消防局、
　消防防災関連企業13社
○参加登録者数
　約60カ国、約1,200名

⑴　オンライン形式での開催
　例年は、対面形式で実施してきたフォーラムですが、
新型コロナウイルス感染症の影響により、多数の人が
集うイベントの開催や国境往来に厳しい制限措置が科
せられていたことから、令和３年度はフォーラムでは
初となるオンライン形式での開催に切り替えることと
しました。

⑵　ターゲットをアジア以外にも拡大
　インターネット環境さえ整っていれば、どこからで
も参加することができるオンライン形式の強みを生か
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広報用のフライヤー

し、ターゲットをこれまで主としていたアジア諸国か
ら、欧州、北米、南米、中東、アフリカ、オセアニア
まで拡大し、幅広く、我が国の知見や経験の共有を図
ることにしました。そのため、今次のフォーラムは、
11か国語の同時通訳及び６つの配信時間を用意する
ことで、世界中の消防防災関係者が参加しやすい環境
を整えました。

⑶　参加の呼びかけ
　フォーラム開催の周知、参加の呼びかけに際しては、
消防庁がこれまで国際協力事業を通じて培った人脈を
活用するとともに、独立行政法人国際協力機構
（JICA）、自治体国際化協会（CLAIR）、国際捜索・救
助諮問グループ（INSARAG）、国連防災機関（UNDRR）
駐日事務所等の協力も得ながら、約120カ国の消防防
災関係組織に対して広報活動を行いました。
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イ 大規模救助事案に関する活動報告
横浜市消防局特別高度救助部隊総合指揮隊の南部隊

長からは、列車とトラックによる衝突事故での救助活
動について、詳細な記録を基に、どのように捜索救助
活動を行ったのかを詳細に報告するとともに、部隊運
用や心構え、安全管理等といった救助活動全般に通じ
る知識を共有しました。

ウ 消防団について
消防庁地域防災室の青野消防団係長からは、常備消

防を支える存在として、我が国の消防団が自らの地域
をどのように守っているのか、複数の災害対応事例の
共有を通じた説明があり、国を問わず、防災における
ボランティアの重要性を再認識してもらうよい機会と
なりました。

エ 消防用機器等の規格・認証制度について
消防庁予防課の桒原国際規格対策官からは、我が国

の消防用機器等の規格・認証制度について、その概略
とともに、消防用機器等が保有する性能の十分な発揮
及び故障の絶無をどのように担保しているかについ
て、説明がありました。

横浜市消防局による救助活動事例報告

消防庁によるプレゼンテーション
「日本の消防用機器の規格・認証制度」

荻澤消防庁国民保護・防災部長によるオープニング・スピーチ

⑷ プレゼンテーション
ア オープニング・スピーチ
フォーラム冒頭のスピーチの中で、消防庁国民保護・

防災部の荻澤部長からは、約60カ国から1,200を超え
る方々の参加登録があったことに謝意を表すととも
に、今回のトピックである「救助」、「消防団」及び「消
防用設備の規格・認証制度」のプレゼンテーションの
概要、我が国の消防防災体制を支えるために必要不可
欠な日本企業の高品質な資機材やシステムの意義、各
種災害への対応能力向上のための各国間の協力の必要
性等への言及がありました。
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問合わせ先
　消防庁国民保護・防災部参事官付
　遠藤国際協力官、廣田係長、新井事務官
　TEL: 03-5253-7507

３　おわりに

　気候変動に起因すると思われる多様化、複雑化した自
然災害が世界各地で発生しています。例えば、台風・ハ
リケーン・サイクロンは猛威を振るい、人命や社会経済
に甚大な被害をもたらしています。
　大規模な災害対応に向けて各国が自らの能力向上を図
ることが重要であり、さらには、各国が協力し合うこと
も必要です。そして、火災や交通事故などの日常に潜む
災害から国民を守るための努力は、絶えず続けていかな
ければなりません。
　本フォーラムがご参加いただいた皆様の国や地域の災
害対応能力の向上に資することを祈念しています。
　また、本フォーラムの参加企業からのフィードバック
では、「全世界に向けて企業活動のPRができたため、良
い機会となりました」、「11カ国語の同時通訳により、
グローバルにPRできたので感謝します」等の感想が示
される一方、「多くの人に効率的に話しかけるという意
味では良かったと思いますが、やはり直接、人々に話し
かける事ができた方が良いです」と対面での実施を望む
声も聞かれます。これらの声は、インフラシステムの海
外展開の主役である我が国企業からの貴重な意見とし
て、今後のフォーラムに生かしてまいります。

日本企業による製品紹介

⑸　アーカイブ配信
　本フォーラムは、先述のとおり６つの配信時間を用
意しましたが、これらの時間帯で視聴できなかった
方々や視聴に必要な事前の参加登録の機会を逸した
方々のためにも、消防庁動画チャンネル（YouTube）
にてアーカイブ配信をしています。アーカイブされた
動画は、今次フォーラムで使用された同時通訳11言
語すべてで配信されています。

https://www.youtube.com/watch?v=F4ZWEHGsSyg&li
st=PLUrGKEwrubA9a9NS2_rrAeYrTobv1dg4&index=3

　オ　関係機関によるスピーチ
　国連防災機関（UNDRR）駐日事務所の松岡代表か
らは、2015年、国連防災世界会議において採択され
た「仙台防災枠組」において各国に求められている施
策のうち、本フォーラムで取り上げられる事柄と関わ
りのある点や防災分野について説明されるとともに、
防災分野における各国・機関の連携の重要性が強調さ
れました。
　また、独立行政法人国際協力機構（JICA）地球環
境部防災グループの森永氏から、JICAの消防分野に
おける国際協力事業の紹介がありました。

　カ　日本企業による製品説明
　今次のフォーラムには、計13の日本企業が参加し、
自社製品の優位性等を訴えるプレゼンテーションを行
いました。紹介された製品は、救助用資機材、消火設
備、防火衣等の個人装備、ICTシステム、可搬消防ポ
ンプ、投光器、避難器具、防火水槽等多種多様な分野
に及び、幅広く参加者の関心を集めました。プレゼン
テーション後には、各国の参加者から、「放水できる
距離はどの程度か」、「防火衣が火炎に耐えることがで
きる時間はどの程度か」、「より詳細な製品の仕様を説
明して欲しい」等といった質問や要望が出て、活発な
質疑応答となりました。

https://www.youtube.com/watch?v=F4ZWEHGsSyg&list=PLUrGKEwrubA9a9NS2_rrAeYrTobv1dg4&index=3
https://www.youtube.com/watch?v=F4ZWEHGsSyg&list=PLUrGKEwrubA9a9NS2_rrAeYrTobv1dg4&index=3
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令和４年度消防研究センター等の一般公開
（開催報告）

消防研究センター

　東京都調布市の同じ敷地内に位置する消防研究セン
ター、消防大学校、日本消防検定協会及び一般財団法人
消防防災科学センターでは、４月15日（金）～ 4月25
日（月）の間、オンラインにて一般公開を開催しました。
　この一般公開は、科学技術週間（「発明の日」（4月18日）
を含む週）に実施しているもので、従前は施設を開放し
て行っていたものです。しかし、新型コロナウイルスの
感染拡大防止のため、今年度も昨年度に引続き、ホーム
ページ上で動画を用いて研究内容等を分かりやすく紹介
するオンライン開催を行いました。一般公開のページへ
のアクセス数は昨年度の約2,000件を大幅に上回って
3,800件を超え、多くの方がご視聴くださいました。
　全部で33のコーナーを用意しましたが、ここではそ
の一部を紹介します。
　また、以下に紹介する動画をはじめ、消防研究センター
ホームページには研究開発等に関する様々な動画を掲載
していますので、是非ご覧下さい。
（アクセスURL：http://nrifd.fdma.go.jp/public_info/
library/kenkyu_kaihatsu/index.html）

２．石油タンクの安全性研究開発の紹介

１．�石油タンク火災の泡消火実験

　石油タンク火災時の泡消火のメカニズムを、ガラスタ
ンクを用いた泡消火実験の動画を用いて紹介します。ま
た泡の性質を変化させた時の消火性能の違いについても
解説しています。

※�以下の写真は全て、公開動画の画面をキャプチャー�
したものです。

写真１　泡消火実験

写真２　石油タンク地震・津波被害シミュレータ

　大型石油タンクの地震時の挙動について、短周期地震
動によるものと長周期地震動によるものの特徴と過去に
発生した被害の解説を行います。
　大型石油タンクについては消防法令によりこれらの被
害を防止する耐震基準が規定されていますが、耐震基準
で考えられているようなレベルを超えるような揺れに見
舞われると、被害が発生することも考えられます。その
ような場合への備えとして、地震時の消防防災活動を迅
速・的確に行えるようにするため、地震発生後に大型石
油タンクの被害を速やかに推定することができるシステ
ムの研究開発を実施しており、このコーナーではそのシ
ステムの紹介を行います。

http://nrifd.fdma.go.jp/public_info/library/kenkyu_kaihatsu/index.html
http://nrifd.fdma.go.jp/public_info/library/kenkyu_kaihatsu/index.html
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問合わせ先
　消防庁消防研究センター
　TEL: 0422-44-8331（代表）

４．�静電気火災の調査技術の紹介

５．�現場残渣物の化学分析の紹介３．�火災を再現するシミュレーション技術の紹介�
（火災シミュレーションの実火災適用事例）

　火災原因調査において、出火原因として静電気放電を
検討する場合がありますが、静電気放電での着火につい
ては痕跡が残らないことから原因の特定に難しさが伴い
ます。このコーナーでは、その一助となるよう、静電容
量（電気をためられる能力）測定時の測定器の使い方や
放電エネルギーの検討方法について説明します。

　火災原因調査において、現場からの収去物中の灯油や
ガソリン等の同定には、ガスクロマトグラフ（気体及び
試料気化室の熱で気化する液体の分析を行う装置）が用
いられることがありますので、ガスクロマトグラフの測
定のしくみについて紹介します。また、灯油やガソリン
等が含まれる試料の保存方法及び前処理についても説明
しています。

　火災を再現するシミュレーションとは、火災で生じる
燃焼や伝熱、煙の流れの現象について、これらを支配す
る方程式をコンピューターを用いて解くことによって、
火災進展の予測や再現を行うことです。シミュレーショ
ンに用いている手法（数値流体力学に基づく手法）につ
いて説明し、基礎的な研究を紹介するとともに、実際の
火災に適用し、火災調査に用いた事例及び実施上の注意
について解説します。

　来年度も科学技術週間に併せて一般公開を開催する予
定ですので、開催の詳細については消防研究センターの
ホームページ（http://nrifd.fdma.go.jp）をご確認くだ
さい。

写真５　灯油やガソリン等が含まれる試料の前処理方法

写真３　火災シミュレーションの実火災への適用事例

写真４　絶縁体（上段）と導体（下段）の放電前後の帯電電位の変化

http://nrifd.fdma.go.jp
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緊急消防援助隊の登録隊数（令和４年４月１日現在）

広域応援室

　緊急消防援助隊については、消防組織法第45条第４
項により、都道府県知事又は市町村長の申請に基づき消
防庁長官が登録するものとするとされています。

　甚大な被害が想定される南海トラフ地震等への対応力
の強化、多発する大規模水害時における救助体制の強化、
国際的なイベントが控える中でのＮＢＣテロ災害への迅
速な対処等、今後取り組むべき課題が山積する中、緊急
消防援助隊の効果的な活動を確保するため、平成31年
３月に基本計画（計画期間：令和元年度から令和５年度）
※を改定し、令和５年度末までに概ね6,600隊を目標に
増隊することとしました。
　※�　消防組織法第45条第２項の規定により総務大臣

が策定する「緊急消防援助隊の編成及び施設の整備
等に係る基本的な事項に関する計画」

　令和４年４月１日の緊急消防援助隊の登録隊数は基本
計画の目標隊数を超えて6,606隊となり、前年度より60
隊増加。第４期期首（平成31年４月１日）の登録隊数
（6,259隊）より347隊増加しました。
　　
　今回の登録では、消火、救助及び救急の主要３小隊や
後方支援小隊の増隊はもとより、全国２台目となる大型
水陸両用車及び搬送車を追加登録し、新規登録、登録抹
消の内訳は新規登録数が99隊、登録抹消が39隊と各都
道府県大隊の車両更新が行われるなど、近年多発化、激
甚化している風水害等に備えた緊急消防援助隊の充実・
強化を図っております。

　昨年度、緊急消防援助隊は静岡県熱海市土石流災害に
出動し、消防庁が無償使用配備しているドローンを活用
した上空からの情報収集を積極的に行うとともに、消防
庁の無償使用配備や各都道府県大隊で整備された重機・
資機材等を活用した人命救助及び捜索活動に大きな成果
を上げています。また、拠点機能形成車を活用した長期
に及ぶ災害対応に尽力するなど、その活動に対する期待
はますます高まっています。

　さらに、消防庁では、基本計画に基づく緊急消防援助
隊に登録された部隊の量的な充実とあわせて、質的な充
実強化にも努めています。
　具体的には、南海トラフ地震、大規模水害、ＮＢＣテ
ロ災害等に的確に対応するため、全国合同訓練やブロッ
ク合同訓練等の実践的な訓練を通じた、他の消防機関や
関係機関との連携の強化やドローン等による動画・静止
画の収集・活用など活動技術の向上、長期間の活動を見
据えた後方支援活動訓練の推進を行っています。
　各都道府県及び消防本部においては、基本計画に基づ
く緊急消防援助隊に登録された部隊の充実・強化に、今
後とも御理解と御協力をお願いします。
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緊急消防援助隊の登録隊数（令和４年４月１日現在）

広域応援室
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航空後方支援隊

（平成31年4月創設）
航空指揮指揮隊

（平成31年4月創設）
NBC災害即応部隊指揮隊
（平成31年4月創設）
土砂風水害機動支援部隊指揮隊

（平成31年4月創設）
指揮支援隊

統合機動部隊指揮隊

（平成27年4月創設）
エネルギー・産業基盤災害即応部隊指揮隊

（平成27年4月創設）
都道府県大隊指揮隊

（平成16年4月創設）
水上小隊

（平成13年1月創設）
航空小隊

（平成13年1月創設）
特殊装備小隊

(平成16年4月創設）
特殊災害小隊

（平成13年1月創設）
通信支援小隊

（平成26年4月創設）
その他の小隊

後方支援小隊

救急小隊

救助小隊

消火小隊

（H7.9） (H16.4) (H21.4)   (H26.4)  (H31.4) （R3.4） (R4.4)

1,267隊 2,821隊 4,165隊 4,694隊 6,258隊 6,546隊 6,606隊
（重複を除く）

第４期計画
（R1-R5）目標

6600隊

第３期計画
（H26-30）
目標6000隊

第２期計画
（H21-25）
目標4500隊

第１期計画
（H16-20）
目標3000隊

1

緊急消防援助隊登録部隊の推移
図１　緊急消防援助隊登録部隊の推移（令和４年４月１日）

隊　　種　　別 H31.4.1
（第4期計画期首） R3.4.1 R4.4.1 増減数(R4-R3） 増減数(R4-H31） 第４期計画

目標隊数
指揮支援隊 60 56 56 0 △ 4 51 
航空指揮支援隊 0 54 55 1 55 57 
都道府県大隊指揮隊 149 158 158 0 9 158 
統合機動部隊指揮隊 56 56 56 0 0 56 
エネルギー・産業基盤災害即応部隊指揮隊 12 12 12 0 0 12 
ＮＢＣ災害即応部隊指揮隊 0 54 54 0 54 54 
土砂・風水害機動支援部隊指揮隊 0 49 50 1 50 47 
消火小隊 2,372 2,407 2,423 16 51 2,503 
救助小隊 504 547 550 3 46 538 
救急小隊 1,424 1,494 1,518 24 94 1,486 
後方支援小隊 840 876 881 5 41 886 
通信支援小隊 42 42 42 0 0 52 
特殊災害小隊 357 368 370 2 13 357 
特殊装備小隊 474 534 542 8 68 506 
水上小隊 21 20 20 0 △ 1 21 
航空小隊 75 77 77 0 2 78 
航空後方支援小隊 35 58 61 3 26 57 

（合計） 6,421 6,862 6,925 63 504 6,919 
重複を除く合計 6,259 6,546 6,606 60 347 6,599 

表１　部隊等別登録状況

※１ 重複登録：登録要件を満たし、いずれの隊でも出動できる場合は、多様な消防活動に充当できるように、1台の車両を複数隊への登録を可能としたもの。現在319隊で重複登録。
　　（例：救助工作車を救助小隊と特殊災害小隊（毒劇物等対応小隊）に登録）
※２ 赤字部分は、第4期基本計画（平成31年4月1日施行）で新規創設した隊。
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表２　令和４年度緊急消防援助隊登録状況	 令和4年4月1日現在
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北 海 道 3 2 7 1 1 3 1 159 28 93 37 1 11 22 1 2 1 3 22 3 2 403 387 
青 森 県 1 4 1 1 1 45 7 26 19 1 2 9 1 1 5 1 1 126 123 
岩 手 県 1 3 1 1 1 42 7 23 17 1 1 1 1 3 1 1 105 100 
宮 城 県 3 2 4 1 1 2 52 10 25 18 1 4 3 1 2 1 1 7 3 3 144 136 
秋 田 県 1 3 1 1 1 40 8 20 11 1 5 1 2 1 1 97 92 
山 形 県 1 3 1 1 2 29 7 18 15 1 1 2 1 1 83 78 
福 島 県 1 5 1 1 2 51 9 34 19 1 4 2 1 1 7 1 2 142 133 
茨 城 県 1 3 3 1 1 62 14 50 28 1 7 3 2 1 16 1 1 1 196 186 
栃 木 県 1 3 1 1 1 38 12 27 17 5 1 9 1 1 118 109 
群 馬 県 1 4 1 1 1 40 7 26 16 1 4 1 4 1 1 109 103 
埼 玉 県 3 1 6 1 1 1 108 26 60 43 11 3 19 3 1 287 279 
千 葉 県 2 1 3 1 1 1 1 106 24 66 49 1 15 8 1 1 1 21 2 2 1 308 291 
東 京 都 3 1 3 1 1 1 175 15 62 35 1 3 6 2 2 4 4 2 18 4 8 1 352 349 
神 奈 川 県 8 2 3 1 1 3 1 98 23 72 32 2 12 11 3 5 5 7 23 2 4 2 320 312 
新 潟 県 3 1 3 1 1 1 1 63 16 39 22 2 2 9 2 1 5 1 1 1 175 170 
富 山 県 1 3 1 1 1 30 7 20 12 1 2 1 1 2 7 1 1 92 87 
石 川 県 1 3 1 1 1 30 6 16 17 1 3 3 1 8 1 1 94 87 
福 井 県 1 3 1 1 1 29 6 13 12 1 2 3 1 2 1 1 78 73 
山 梨 県 1 3 1 1 1 21 6 15 15 1 2 1 3 1 1 73 68 
長 野 県 1 3 2 1 1 51 15 37 18 2 3 1 13 1 1 150 143 
岐 阜 県 1 4 3 1 1 58 14 38 16 1 2 1 6 2 1 149 141 
静 岡 県 5 3 2 1 1 2 1 58 18 41 25 4 5 2 2 4 1 17 3 3 198 192 
愛 知 県 3 2 3 1 1 1 1 112 25 74 41 1 13 5 3 2 2 1 27 1 3 3 325 312 
三 重 県 1 3 1 1 1 1 44 7 31 15 1 4 1 7 1 1 120 116 
滋 賀 県 1 3 1 1 1 25 6 16 12 1 3 1 4 1 1 1 78 71 
京 都 府 3 1 4 1 1 1 45 12 23 14 1 4 1 1 3 2 8 2 1 128 122 
大 阪 府 5 1 5 1 1 2 1 134 23 62 30 2 9 11 1 3 1 2 23 2 2 1 322 312 
兵 庫 県 2 1 4 1 1 1 1 98 20 70 35 2 10 5 3 2 16 1 3 1 277 268 
奈 良 県 1 3 2 1 1 28 8 19 13 2 2 1 5 1 2 89 82 
和 歌 山 県 1 3 1 1 1 30 9 18 12 1 6 2 1 2 1 1 90 80 
鳥 取 県 1 3 2 1 1 19 4 8 8 1 4 1 1 2 1 2 59 51 
島 根 県 1 2 1 1 1 24 6 22 8 1 1 4 1 1 74 69 
岡 山 県 2 2 3 1 1 1 1 45 13 28 12 1 4 5 1 10 2 2 134 130 
広 島 県 3 2 3 1 1 1 66 12 40 24 1 3 3 1 2 1 1 11 2 2 2 182 178 
山 口 県 1 3 1 1 1 35 8 24 17 5 2 2 5 1 1 107 101 
徳 島 県 1 3 1 1 1 20 10 18 6 1 2 3 1 1 4 1 2 76 71 
香 川 県 1 3 1 1 1 22 7 12 8 2 1 8 1 1 69 64 
愛 媛 県 1 3 1 1 1 30 11 22 13 1 2 3 2 1 5 1 1 1 100 95 
高 知 県 1 3 2 1 1 20 10 19 8 1 2 1 2 2 1 74 69 
福 岡 県 6 2 6 2 1 2 1 57 17 47 31 1 10 8 1 1 3 16 2 3 2 219 211 
佐 賀 県 1 2 1 1 1 16 5 12 9 1 1 5 1 1 57 55 
長 崎 県 1 3 1 1 1 34 8 22 12 2 2 1 2 1 1 92 87 
熊 本 県 2 1 4 1 1 1 33 13 28 14 1 5 2 3 6 1 1 117 112 
大 分 県 1 2 1 1 1 28 8 16 11 1 4 1 1 4 1 1 82 75 
宮 崎 県 1 3 1 1 1 18 5 16 11 1 2 2 1 1 64 58 
鹿 児 島 県 1 3 1 1 1 1 33 11 29 14 1 4 8 1 4 1 1 115 107 
沖 縄 県 3 1 1 1 22 7 21 10 1 4 1 1 3 76 71 
合 計 56 55 158 56 12 54 50 2,423 550 1,518 881 42 206 150 14 27 13 65 33 404 20 77 61 6,925 6,606 
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　岡山市消防局は、救命講習受講啓発動画を作成し、岡
山市公式YouTubeチャンネルで公開しました。
　企画、人形制作、撮影、編集をすべて当局職員で行い、
当局初のストップモーション動画としています。
　動画は、視聴された様々な方が固定観念なく「命を救う」
ことに関心を持っていただきたいとの考えから、ぬいぐ
るみを使用したセリフなしとし、心肺蘇生法に対するハー
ドル緩和、また関心を促し、救命講習の受講につなげる
ことを目的としています。
　今後もあらゆる手法で市民に呼びかけていきます。

　姫路市消防局では、令和３年１２月に水難救助車を更新し
ました。
　今回更新された新水難救助車は、専属隊員が「安全」「確実」
「迅速」に活動できる仕様へと見直し、姫路市消防局独自の
梯子と担架を車両側面へ積載することが可能となっていま
す。
　また車内には機材室を設け、大容量の空間を最大限に活用
することで着装スペースの確保や潜水器具等の取出しがス
ムーズに行える構造となっています。

　当局では、Twitter・Instagramのアカウントを開設し
ており、市民のみなさまへ向けた広報活動や防火・防災
意識向上のための啓発活動を行っています。
　また、これらSNSを活用することにより、メインユー
ザーである若い世代の人々に向けて発信を行うことで、
消防士に興味を持ってもらい、志望者を増やすこともね
らいとしています。
　各署・各部選りすぐりの写真を掲載しておりますので、
ぜひご覧ください！

　消防局庁舎及び15か所の消防署所に大型ディスプレイ
や専用のノートパソコンなどを設置することで、すべての
庁舎においてオンライン会議等を実施できる環境を整備
し、令和４年３月より運用しています。
　消防業務形態に即した新しい生活様式（働き方）を整
備することで、消防局全体での会議や図上訓練、事業者
との打ち合わせや防火対象物の簡易的な検査のほか、救
急講習や防災講話などの市民向け講習をオンラインで実
施することが可能となり、今後様々なシーンでの活用が
期待されます。

消防局オンライン会議システムの運用開始

横須賀市消防局

水難救助車を更新しました

姫路市消防局

兵
庫
県

岡
山
県

SNSによる広報・啓発活動を行っています！

札幌市消防局

神
奈
川
県

 1

ストップモーション動画を公開

岡山市消防局

北
海
道

Twitter Instagram
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指揮隊長コースにおける教育訓練

　消防大学校では、指揮隊長コース第27回（令和4年4月7
日から4月19日まで）を約2週間の日程で実施しました。
　本コースでは、緊急消防援助隊の指揮支援部隊長等に
対する教育を主眼とし、部隊運用・NBC災害・航空隊と地
上部隊の連携等を学び、その業務に必要な知識及び能力
を修得させることを目的としています。
　今年度は、60名の緊急消防援助隊の指揮支援部隊長、
指揮支援隊長、都道府県大隊長に指定される職員が受講
しました。

　授業では、教育機関の序盤に概論、総論を中心とした講
義、中盤には大規模災害時に受援、応援、後方支援、他
機関との連携等を経験した消防本部からの講義、後半に向
け警察、自衛隊、医療との連携の講義を受け、緊急消防援
助隊の実態について学びました。　　
　また、指揮訓練（災害シミュレーション）を前回より回
数を増やし、緊急消防援助隊の応援・受援についての概括
的なスキームを確認しました。
　さらに、指揮隊長として現場での隊員への「志気向上」
スキルや、調整本部等で立場や考え方の違う相手に「伝え
る」スキルを修得するための講義を新たに組み入れました。

問合わせ先
　消防大学校教務部
　TEL: 0422-46-1712

　研修を終えた学生からは、「熱海市土石流災害時の受援
体験談や苦慮された講義を聴けたことは、今後起こりうる
かもしれない受援活動時の参考になった。」「シミュレーショ
ンを実施したことで緊急消防援助隊の応援側、受援側の流
れが深く理解できた。」「外部講師からの他機関との連携、
伝達技法等とても参考となった。」等の意見が寄せられま
した。

　今後は、消防大学校で修得した幅広い知識・技術・結
束力を、それぞれの管轄区域でフィードバックし、更には
大規模災害発生の際は、緊急消防援助隊の出動要請に対
し、大いなる活躍が期待されます。
　また、各消防本部関係者並びに快く送りだしていただき
ましたご家族に感謝申し上げます。

指揮訓練
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令和4年度　講師派遣について　

問合わせ先
　消防大学校調査研究部
　TEL: 0422-46-1713

　消防大学校では、都道府県の消防学校等における教育
訓練の充実のため、技術的援助として、消防学校等から
の要請により、警防、予防、救急、救助等の消防行政・
消防技術について講師の派遣を行っています。

　令和4年度も多くの派遣要望が寄せられました。これ
に積極的に対応することとし、下表のように、42校118
件（445時間）の講師派遣を決定しました。

　なお、消防学校等での女性活躍推進のための取組（女
性活躍推進に係る講義の実施や女性消防吏員のキャリア

アップに関する先駆的な教育訓練に取り組みたい場合
等）を行うため、消防大学校の教官等の派遣を必要とさ
れる場合は、追加で講師を派遣します。消防大学校教務
部までご相談ください。

　また、各消防学校に消防大学校の修了者リストを提供
していますので、修了者を講師等とするなど、修了者と
積極的に連携いただくようお願いします。
　今後とも引き続き、消防をとりまく環境変化を踏まえな
がら、広い視野や専門的・高度な知識・技術を持ち、指導
力・統率力に優れた人材の育成に取り組んでいきます。

区　分 講　義　内　容 件数 時間数

総合教育
上級幹部科 危機管理、業務管理、管理職の役割、ハラスメント防止対策など 10 27

中級幹部科 人事業務管理、現場指揮、消防時事、消防戦術と安全管理など 14 54

専科教育

警　防　科 消防戦術と安全管理、警防行政の現状と課題など 21 80

特殊災害科 特殊災害の概論、特殊災害に対する消防活動要領など 10 39

予防査察科 違反処理、予防査察行政の現状と課題、予防査察など 14 58

危 険 物 科 危険物行政の現状と課題、危険物施設に対する査察・違反処理など 3 12

火災調査科 原因調査、事例研究、原因調査関係法規、鑑定・鑑識など 21 79

救　助　科 災害救助対策、安全管理など 15 62

救　急　科 救急業務の現状と課題、救急業務と法律関係など 4 13

その他 現場指揮、防火対策、安全管理など 6 21

計 118 445

●講師派遣の予定
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最近の報道発表（令和４年4月21日～令和4年5月20日）

報道発表

通知等

報道発表・通知

＜総務課＞

4.4.28 令和4年春の褒章（消防関係） 令和4年春の褒章（消防関係）受章者は110名です。褒章別内訳は紅綬褒章6名、黄綬褒章7名、
藍綬褒章97名です。

4.4.29 令和4年春の叙勲（消防関係） 令和4年春の叙勲（消防関係）受章者は622名です。勲章別内訳は、瑞宝小綬章35名、旭日双
光章5名、瑞宝双光章90名、瑞宝単光章492名です。

＜救急企画室＞

4.4.22 「令和3年度 救急業務のあり方に関する検討会 報告
書」の公表

高齢化の進展や生活様式の変化等を背景として、救急需要が多様化する中、いかにして救急業
務を安定的かつ持続的に提供するかは、救急業務における主要な課題となっています。こうし
た課題に対応するため、令和3年度の救急業務のあり方に関する検討会においては、「救急業務
の円滑な実施と質の向上」、「救急車の適正利用の推進」等を目的として、「救急業務における
メディカルコントロール体制のあり方」、「蘇生ガイドライン改定への対応」、「ICT技術を活用
した救急業務の高度化」、「救急安心センター事業（♯7119）の全国展開に向けた検討」の4項
目について検討を行いました。
この度、検討結果を報告書として取りまとめましたので公表します。

＜危険物保安＞

4.5.18
危険物の規制に関する政令別表第一及び同令別表第
二の総務省令 で定める物質及び数量を指定する省
令の一部を改正する省令（案） に対する意見公募

次の物質を消防活動阻害物質に指定するため、危険物の規制に関する政令別表第一及び同令別
表第二の総務省令で定める物質及び数量を指定する省令（平成元年自治省令第2号）を改正す
るものです。
・4―メチルベンゼンスルホン酸及びこれを含有する製剤（4－メチルベンゼンスルホン酸5％
以下を含有するものを除く。）

＜地域防災室＞

4.4.28 消防団員の処遇改善に係る対応状況調査について
消防庁では、全国の市区町村（消防団事務を実施している消防本部、一部事務組合を含む。）
を対象に、令和4年4月1日現在の消防団員の処遇改善に係る対応状況調査を行い、とりまとめ
ましたので公表します。

＜国民保護室・国民保護運用室＞

4.5.11 令和4年度における国民保護に係る国と地方公共団
体の共同訓練の実施

共同訓練とは国、地方公共団体及びその他関係機関の活動要領の確認及び相互の連携強化を図
るとともに、国民の保護のための措置に対する国民の理解の促進を図ることを目的として行わ
れるものです。
今年度の訓練の実施予定を公表します。

/pressrelease/houdou/items/220428_soumu_01.pdf
/pressrelease/houdou/items/220429_soumu_01.pdf
/pressrelease/houdou/items/220414_kyuuki_01.pdf
/pressrelease/houdou/items/220518_kiho.pdf
/pressrelease/houdou/items/220428_chibou_01.pdf
/pressrelease/houdou/items/220511_kokuun.pdf
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広報テーマ
７　月

①火遊び・花火による火災の防止
②石油コンビナート災害の防止
③台風に対する備え
④全国防災・危機管理トップセミナー
⑤住民自らによる災害への備え

予防課
特殊災害室
防災課
防災課
地域防災室

６　月

①熱中症予防についてのお知らせ
②危険物安全週間
③地震に対する日常の備え

救急企画室
危険物保安室
防災課

最近の通知（令和４年４月21日～令和4年５月20日）
発番号 日付 あて先 発信者 標　　題

消防消第151号
消防地第333号 令和4年5月18日 各都道府県消防防災主管部長

消防庁消防・救急課長
消防庁国民保護・防災部地
域防災室長

消防職団員の安全管理等（熱中症対策）の再徹底について

事務連絡 令和4年5月2日 各都道府県消防防災主管部（局） 消防庁救急企画室 オミクロン株の特性を踏まえた保健・医療提供体制の対策徹底を踏
まえた取組状況及び更なる体制強化への対応について

消防危第96号 令和4年4月27日 各都道府県消防防災主管部長
東京消防庁・各指定都市消防長 消防庁危険物保安室長 キュービクル式リチウムイオン蓄電池設備の貯蔵に係る運用について

消防国第83号
消防運第26号 令和4年4月25日 各都道府県防災・国民保護担当部局長

消防庁国民保護・防災部
国民保護室長 
国民保護運用室長

弾道ミサイルを想定した国と地方公共団体が共同で実施する住民避
難訓練の再開等について

事務連絡 令和4年4月21日 各都道府県消防防災主管課
東京消防庁・各指定都市消防本部 消防庁予防課 消防用設備等の設置に係る金融上の措置について（情報提供）

報道発表

通知等

報道発表・通知

/laws/tutatsu/items/42e44cabb794757245a17cb2734e391ddb93a50d.pdf
/laws/tutatsu/items/jimuren0502.pdf
/laws/tutatsu/items/512f96a2ac7cc09eee28eb0b1733e6ea210dfa75.pdf
/laws/tutatsu/items/220425_kokuun_26.pdf
/laws/tutatsu/items/220421_yobou_jimu1.pdf
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６月５日～ 11日は「危険物安全週間」

危険物保安室

問合わせ先
　消防庁危険物保安室企画係 小川・田部
　TEL: 03-5253-7524

　消防庁では、危険物を取り扱う事業所における自主保
安体制の確立を図るため、毎年６月の第２週（令和４年
度は６月５日（日）から６月１１日（土）までの７日間）
を「危険物安全週間」とし、都道府県、市町村、全国消
防長会及び一般財団法人全国危険物安全協会とともに、
危険物の保安に対する意識の高揚及び啓発を推進してい
ます。
　今年度は「一連の確かな所作で無災害」を危険物安全
週間推進標語としています。

実　施　事　項

１　危険物施設における保安体制の整備促進
　�　危険物関係事業所等による安全確保に向けた体制作
りや災害に備えた事前計画の作成等多様な機会を通じ
て、危険物施設における保安体制の整備促進につなげ
ていきます。
２　危険物に関する知識の啓発普及
　�　新聞、広告紙、インターネット等による広報、ポス
ターやリーフレットの配布等を通じて、危険物の保安
に対する意識を啓発するとともに、危険物の取り扱い
に伴う火災の危険性や危険物を安全に取り扱うための
知識を周知します。
３　危険物保安功労者等の表彰
　�　危険物の保安に関して功績のあった個人、危険物関
係事業所等への表彰状の贈呈等を行います。

　（実施行事について）

　�　新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、消
防庁において例年実施している危険物安全大会は実施
しないこととし、また、各都道府県においても、地域
の状況に応じて行事等の実施を判断することとしてい
ます。

　�　なお、危険物保安功労者等の表彰状等につきまして
は、後日受賞者にお届けします。

モデル　村川 春圭 選手（弓道）

令和４年度危険物安全週間推進ポスター
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　地震が発生した時、被害を最小限におさえるには、一人
ひとりが冷静かつ適切に行動することが重要です。
　そのためには、みなさんが地震について関心を持ち、日
頃から地震に備え、自分の身の安全確保や非常持ち出し品
などについて、家庭で取組をすすめていくことが大切です。

●地震はいつ起こるかわかりません。家族構成も考慮し
ながら、時間帯によって誰が在宅しているかなど様々
なケースを想定し、次のようなことを話し合っておき
ましょう。

　・�住宅の耐震化や家具の転
倒防止対策は十分か

　・家の中でどこが一番安全か
　・�非常持ち出し袋はどこに

置いてあるか
　・避難場所、避難路はどこか
●緊急地震速報の情報を見聞
きしてから揺れるまではわ
ずかな時間しかありませ
ん。そのため、普段から身
の安全を確保できる場所を確認しておきましょう。

●海岸で強い揺れや弱くても長い揺れに襲われたら、す
ぐに安全な高台に避難するなど津波避難についても話
し合っておきましょう。

●住所、氏名、連絡先や血液型などの自分の情報を記載
した避難カードを作成し、普段から携帯しましょう。

●市町村が発行している防災ハザードマップなどを参考
に、地域の危険な場所を把握しておきましょう。

地震に対する日常の備え

防災課

問合わせ先
　消防庁国民保護・防災部防災課
　TEL: 03-5253-7525

１．家庭での防災会議
　地震の時には、まず自分の身の安全確保を第一に
考え、また家族が慌てず落ち着いて行動できるよう、
日頃から話し合い、情報を共有しておきましょう。

３．備蓄品・非常持ち出し品を備える
　地震が発生すると普段どおりの生活ができなくな
ることも考えられます。数日間生活できるだけの水
や食料品などの『備蓄品』を備えておきましょう。
　地震の被害によっては、避難を余議なくされるこ
ともあります。避難する時に持ち出す『非常持ち出
し品』を常備しておきましょう。

２．家族との連絡方法の確認
　家族が離ればなれで被災した時のことを考えて、
お互いの安否の確認手段を考えておきましょう。

４．防災活動への参加
　地震に備え、避難訓練などの地域の防災活動に
参加しましょう。

●家族が離ればなれで被災した場合、自分の身の安全が
確保できたら、次は家族の安否を確認しましょう。

●被災地では、連絡手段が限られています。ＮＴＴの「災
害用伝言ダイヤル171」や、携帯電話の「災害用伝言板」
などの使い方を家族みんなで覚えておきましょう。

●支援物資が届くまで時間がかかる可能性があることを
考慮し、最低３日間（できれば１週間分）の飲料水や
食料品を備蓄しておきましょう。

●備蓄品は、家族構成、住居や地域の特性によって必要
となるものは異なります。自分や家族にとって本当に
必要なものを考えて準備しておきましょう。

●備蓄品は、家族、地域の状況や賞味期限などを考慮し
ながら、定期的にチェックし、必要に応じて入れ替え
ましょう。

●非常持ち出し品として、飲料水、食料品、救急用品、
マスク、懐中電灯など避難生活に最低限必要なものを
準備しておきましょう。

●非常持ち出し品は、玄関や寝室など持ち出しやすいと
ころに置いておき、すぐに持ち出せるようにしておき
ましょう。リュックサックなどに入れておけば、持ち
出したときに両手が使えて便利です。

●地震発生時に、初期消火や救出救助活動を行うには、
日頃からの訓練が欠かせません。

●９月１日は防災の日で、８
月３０日から９月５日は防
災週間となっており、各地
域で防災訓練等が行われて
いますので、積極的に参加
しましょう。

●災害時における正しい知識と心構えを身につけるた
め、日頃から地域の防災活動に参加するなど、地域と
の繋がりや協力し合う体制を築いておきましょう。
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熱中症予防についてのお知らせ

救急企画室

問合わせ先
　消防庁救急企画室
　TEL: 03-5253-7529

　全国では毎年、非常に多くの方が熱中症により救急搬
送されています。昨年は、５月から９月までの全国におけ
る熱中症による救急搬送人員は合計で47,877人となり、
このうち、暑さ指数（WBGT：湿球黒球温度）が高くなる
７月の搬送人員は21,372人、８月は17,579人と多くの方
が救急搬送されています。
　今年も引き続き、新型コロナウイルス感染症を想定した
「新しい生活様式」と両立させた熱中症予防対策の強化が
重要となります。また、熱中症の危険性が極めて高い暑熱
環境になると予測される日の前日夕方または当日早朝に
は、「熱中症警戒アラート」が全国の都道府県ごとに発表
されます。以下では、熱中症のしくみや予防について紹介
します。

（１）熱中症のしくみ
　�　熱中症は、温度や湿度が高い中で、体内の水分や塩
分（ナトリウムなど）のバランスが崩れ、体温の調節
機能が働かなくなり、立ちくらみ、頭痛、吐き気、ひ
どいときには、けいれんや意識をなくすなど、様々な
障害をおこす症状のことをいい、最悪の場合は死に至
ることがあります。

（２）子どもの特徴
　�　子どもは、身長が低く、地面からの距離が近いため、
地面の照り返しによって高い温度にさらされやすく、
また汗をかくための汗腺が大人に比べると少なく、体
温を調節する機能が未熟なため、熱中症にかかりやす
いと言われています。

（３）高齢者の特徴
　�　高齢者は、体温を下げるための体の反応が弱くなっ
ているため、暑さを感じにくい、汗をかきにくい、喉
の渇きを感じにくいといった特徴があるため、自覚が
ないのに、熱中症になる危険があります。

　熱中症は正しい知識を身につけることで、未然に防ぐ
ことが可能です。これから夏が近づいてきますので、熱
中症の予防に御協力をお願いします。

　熱中症になるのを防ぐために、以下の項目に心がけま
しょう。

１　はじめに

５　おわりに

４　熱中症予防啓発

３　熱中症にならないために心がけること

２　熱中症について

　消防庁では、熱中症予防のための様々な予防啓発コン
テンツや熱中症搬送状況等の情報をホームページやツ
イッターなどで発信していますので、是非とも御活用くだ
さい。
　昨年度は、「熱中症警戒アラート」の発表時の注意点や
「新しい生活様式」におけるマスクの着脱など熱中症予防
のポイントを説明する動画を作成し、公開しました。今年
度も引き続き、全国の消防本部と連携を図りながら、予防
啓発に努めていきたいと考えています。

３ 熱中症にならないために心がけること 

熱中症になるのを防ぐために、以下の項目に心がけましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                        

 

 

 

 

 

 



消防庁ホームページ　https://www.fdma.go.jp
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